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発刊によせて
―時代が求める「新しい相続」の羅針盤として―

■未知の財産を、確かな承継へ
デジタル財産や知的財産、特殊な不動産……。これら「非典型」な

相続財産は、実務家を悩ませる課題であると同時に、故人の生きた証
でもあります。本書は、そんな難解な財産を「どう扱い、どう分ける
か」に焦点を当て、分割協議書の文例から税務上のポイントまでを詳
説した、類を見ない実践書です。

■現場の英知を結集した執筆陣
執筆を担ったのは、東京弁護士会「法友会」の精鋭たちです。約

2,800名の会員を擁する法友会の強みである「フロンティアスピリッ
ト（開拓者精神）」がいかんなく発揮されており、前書『非典型財産の
相続実務―金融商品、デジタル財産、知的財産、地位・権利、特殊な
不動産・動産等―』の好評を受け、より具体的・実践的な内容へと進
化を遂げました。

■変化し続ける時代の必読書
法改正が相次ぎ、資産の形も多様化する今、専門家に求められるの

は「情報のアップデート」と「当事者に寄り添う力」です。本書は、
その双方を支える強力な武器となるでしょう。
相続の新しいスタンダードを提案する本書を、ぜひデスクに備え、

日々の実務にお役立てください。

2026年９月
日本弁護士連合会
会長 松 田 純 一
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は し が き

令和６年に刊行された『非典型財産の相続実務―金融商品、デジタ

ル財産、知的財産、地位・権利、特殊な不動産・動産等―』（中村規代

実・井㟒淳二・横山宗祐共編／安齋瑠美・田村哲雄・山崎岳人・古郡

賢大・山田裕佳・佐竹雅・紙尾浩道・我妻大輔著、新日本法規出版株

式会社。以下、「前書」と略記します。）は幸いにしてご好評をいただ

き、当初の予想より多くの方に手に取っていただくことができました。

さて、前書を刊行した令和６年以降も、年間死亡数の増加傾向は継続

しており、一部のマスコミ等では、「大相続時代」の到来などとも叫ば

れております。

本書は、前書の好評を受けて企画された続編であり「近年、相続の

現場で、新たに登場した金融商品やデジタル財産など、あまり扱った

ことがない典型的でない財産の調査や評価、処分方法を依頼・相談さ

れることが増えてきた」という問題意識をもった弁護士が執筆したも

のです。本書は、前書同様、学術書ではなく、現場の問題意識を共有

する弁護士有志による「実用書」というコンセプトを堅持しています。

本書の最大の特徴は、非典型財産に関し「相続発生から遺産分割協

議の成立まで」に焦点を絞り、実務家が直面する具体的な解決プロセ

スを提示した点にあります。

【特徴１】フローチャートの導入：Caseを設定し、検討すべきポイン

トを一目で把握できるよう工夫しました。忙しい方は、個

別の項目から読み進めていただけます。
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【特徴２】文例と記載上のポイント：把握した非典型財産をどのよう
に遺産分割協議書へ反映させるか、具体的な文面を盛り込
みました。

【特徴３】実務的な解説：依頼者への説明が必要な項目や、財産特定
のための調査方法について、現場感覚に基づいた解説を付
しています。

前書が「非典型財産の定義・評価・換価」という「点」を深掘りし
たものであるのに対し、本書はそれらをいかに解決へ導くかという「線
（プロセス）」を描いています。相続財産の中に非典型財産が含まれ
ていた際は、まず前書で財産の性質や評価方法を確認し、次いで本書
によって遺産分割協議に向けた具体的な舵取りを行う――。この両書
をセットでご活用いただくことで、事案への対応力はより一層強固な
ものになると確信しております。

本書は、日々、相続問題の解決に現場で奮闘している実務家が執筆・
編集している本です。相続財産の中に、「非典型財産」が存在している
相続人に対して、その調査方法・解決方法の羅針盤を提供すべく、前
書編著者を中心に作成いたしました。前書執筆時に想定した以上に
「大相続時代」が深刻化した今、本書、前書が「非典型財産」を含む
相続問題の解決の一助となり、この問題に苦しむ多くの人にとって出
口の方向を指し示す一筋の光となることを、編集者・執筆者一同切に
願っております。すなわち、法律の専門家の皆様が、非典型財産の相
続に関する手続の調査・分析に忙殺され、従来行われていた相続人の
皆様に寄り添った血の通った法律相談・協議書作成業務が困難となる
ケースが増大しないかと危惧したという側面もあります。近代日本以
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降、相続に関する法律は幾度となく改正が行われております。その背
景には、時代時代の価値観の変化があるのではないかと考えておりま
す。そして、個々の相続の場面においても、相続人一人一人、そして
被相続人ごとに、重きを置く価値観にグラデーションがあってもおか
しくありません。そこで、法律の専門家として、相続に関与する場面
において、法律の定めはもちろんのこと、依頼者や被相続人の親族が
どのような価値観に重きを置いて年月を重ねてきたかについても、配
慮の上、円満に、相続が完結できるよう、依頼者だけでなく、関係者
の話を傾聴できたらと考えております。しかしながら、非典型財産の
調査等に実作業時間を割いたがために、残念ながら相続人・関係者の
話を傾聴する時間的・精神的余裕が無くなった等というケースも考え
られます。そこで、本書を利用することで、非典型財産の調査の道筋
が見え、結果、親族を亡くし、心にぽっかりと穴が開いていた相続人
から、「先生に相談してよかった」と思ってもらえる事例が一件でも増
やすことができたなら、本書を刊行できたことを幸せに感じることが
できると思っております。
末筆になりますが、永井秀東氏、増田雄介氏をはじめとした新日本

法規出版株式会社の皆様には、本書の刊行にあたりきめ細やかにフォ
ロー・サポートをいただきました。
この場を借りて深く感謝を申し上げます。

2026年９月

編集者
弁護士 中村 規代実
弁護士 井㟒 淳二
弁護士 横山 宗祐
弁護士 小松 達成
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編集者・執筆者紹介

《編集者》

中村規代実（オリゾン法律事務所／弁護士）
平成10年 弁護士登録（東京弁護士会）
平成16年５月～平成20年４月 東京弁護士会紛議調停委員会委員
平成20年４月～平成21年12月 東京弁護士会民事介入暴力対策特別

委員会委員
平成30年６月～令和２年３月 東京弁護士会民事司法改革実現本部

委員
平成31年４月～令和３年４月 東京弁護士会性の平等に関する委員

会副委員長
令和４年４月～令和５年４月 東京弁護士会人事委員会副委員長
令和５年６月～現在 日本弁護士連合会民事司法改革総合

推進本部幹事
＜主要著書等＞
『企業経営におけるコンプライアンス戦略ガイド』（共著、三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティング、平成20年３月）、『民法（債権法）改
正の要点』（ぎょうせい、平成21年）、『家事調停の実務』（青林書院、
平成26年）、「不祥事発生時の初動調査・社内調査の重要性と実務課
題（上）」（ビジネス法務2020年11月号記事、中央経済社）及び「同
（下）」（同12月号記事）、『企業不祥事インデックス』（共著、商事法
務、平成27年〔初版〕、令和元年〔第２版〕、令和６年〔第３版〕）、
『死後事務委任契約実務マニュアル―Q&Aとケース・スタディ―』
（共著、新日本法規出版、令和３年）ほか多数
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井 㟒 淳 二（オリゾン法律事務所／弁護士）
平成14年 弁護士登録（東京弁護士会）
平成29年 東京弁護士会司法修習費用給費制維持緊急対策本部事務

局次長
令和５年６月～令和６年１月 日本弁護士連合会民事司法改革総合

推進本部幹事
日本弁護士連合会民事裁判手続等の
IT化に関する検討ワーキンググル
ープ委員

令和５年８月～令和６年１月 日本弁護士連合会司法調査室嘱託弁
護士

令和６年２月～令和８年１月 日本弁護士連合会事務次長

＜主要著書等＞

『令和３年改正民法対応 負動産をめぐる法律相談実務処理マニュ
アル』（共著、新日本法規出版、令和４年）

横 山 宗 祐（BACeLL法律会計事務所／弁護士）
平成16年～ 弁護士登録（横浜弁護士会（現：神奈川県弁護士会）、

平成20年に東京弁護士会に登録換え）
平成29年～令和６年３月 東京弁護士会弁護士倫理特別委員会副委

員長
令和４年～ 日本弁護士連合会司法制度調査会委員

司法制度調査会民事法部会「法制審区分所有法制部会
バックアップ会議」副座長

令和６年～ 東京弁護士会法制委員会委員長

＜主要著書等＞

『Q&A 改正相続法のポイント―改正経緯をふまえた実務の視
点―』（共著、新日本法規出版、平成30年）、『令和３年改正民法対応
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負動産をめぐる法律相談実務処理マニュアル』（編著、新日本法規
出版、令和４年）、『ケースでわかる 改正民法・不動産登記法の勘
どころ―令和５年４月施行対応―』（共編、新日本法規出版、令和５
年）、『政省令・施行通達対応 相続土地国庫帰属制度 承認申請の
手引』（編著、新日本法規出版、令和５年）、『ケース別 負動産をめ
ぐる法律実務―難易度・コストを見据えた対応のポイント―』（共編、
新日本法規出版、令和７年）、『こんなに変わった！家族法制―離婚
後共同親権・養育費・親子交流等―』（共編、新日本法規出版、令和
７年）ほか多数

小 松 達 成（篠塚・野田法律事務所／弁護士）
平成21年 弁護士登録（東京弁護士会）
平成27・28年、令和５年～ 東京弁護士会法制委員会副委員長
令和２・３年 日本弁護士連合会司法制度調査会副委員長
令和２年～令和４年 学習院大学法科大学院教授（実務家） 民法

担当
令和７年～ 中央大学法科大学院客員講師
⿥主要著書等⿦
『判例にみる 詐害行為取消権・否認権』（共著、新日本法規出版、
平成27年）、『債権法改正 事例に見る 契約ルールの改正ポイント』
（共著、新日本法規出版、平成29年）、『令和３年改正民法対応 負
動産をめぐる法律相談実務処理マニュアル』（共著、新日本法規出版、
令和４年）、『政省令・施行通達対応 相続土地国庫帰属制度 承認
申請の手引』（共著、新日本法規出版、令和５年）、『ケース別 負動
産をめぐる法律実務―難易度・コストを見据えた対応のポイント―』
（共著、新日本法規出版、令和７年）
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《執筆者》（修習期・五十音順）

安 齋 瑠 美（大塚孝子法律事務所／弁護士）
平成22年 弁護士登録（東京弁護士会）
平成25年～令和４年 東京地方労働審議会港湾労働部会公益代表委

員
令和２年～令和４年 東京簡易裁判所司法委員
令和２年～ 東京特別区スクールロイヤー
令和５年10月～ 東京家庭裁判所家事調停官

＜主要著書等＞

『Q&A 相続人不存在・不在者財産管理の手引』（共著、新日本法規
出版、平成29年）、『遺言書作成・遺言執行実務マニュアル（共著、
新日本法規出版、加除式）、『Q&A 未分割遺産の管理・処分をめぐ
る実務』（共著、新日本法規出版、平成30年）、『遺産分割実務マニュ
アル〔第４版〕』（共著、ぎょうせい、令和３年）、『離婚・離縁事件
実務マニュアル〔第４版〕』（共同監修、ぎょうせい、令和４年）ほ
か多数

田 村 哲 雄（法律事務所虎ノ門法学舎／弁護士）
平成22年 弁護士登録（東京弁護士会）
平成23年～ 法政大学特任講師・支援弁護士
平成27年～平成29年 東京弁護士会法教育センター運営委員会副委

員長
令和２年～ 東京特別区スクールロイヤー

＜主要著書等＞

『判例にみる 詐害行為取消権・否認権』（共著、新日本法規出版、
平成27年）、『遺言書・遺産分割協議書等条項例集（共著、新日本法
規出版、加除式）』、『依頼者の争続を防ぐための ケーススタディ遺
言・相続の法律実務』（共著、ぎょうせい、令和４年）ほか多数
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山 崎 岳 人（コスモス法律事務所／弁護士）
平成23年 弁護士登録（東京弁護士会）
令和４年～ 東京家庭裁判所家事調停委員
令和６年 日本弁護士連合会常務理事
令和６年 東京弁護士会法制委員会会社法部部会長
令和８年 東京弁護士会法友全期会代表幹事

＜主要著書等＞

『死後事務委任契約実務マニュアル―Q&Aとケース・スタディ―』
（共著、新日本法規出版、令和３年）、『令和３年改正民法対応 負
動産をめぐる法律相談実務処理マニュアル』（編著、新日本法規出版、
令和４年）、『ケースでわかる 改正民法・不動産登記法の勘どころ
―令和５年４月施行対応―』（共編、新日本法規出版、令和５年）、
『政省令・施行通達対応 相続土地国庫帰属制度 承認申請の手引』
（共著、新日本法規出版、令和５年）ほか多数

古 郡 賢 大（東京グリーン法律事務所／弁護士）
平成26年 弁護士登録（東京弁護士会）
平成27年～令和２年 明治大学法科大学院教育補助講師
令和３年度 日本弁護士連合会代議員
令和３年度 東京弁護士会入退会審査調査会委員
令和３年度 東京弁護士会常議員
令和８年度 日本弁護士連合会常務理事
令和８年度 日本弁護士連合会経理委員会委員
令和８年度 東京弁護士会司法改革総合センター委員

＜主要著書等＞

『６つのケースでわかる！弁護士のための後遺障害の実務』（共著、
学陽書房、令和２年）、『新債権法に基づく建設工事請負契約約款作
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成の実務』（共著、日本法令、令和３年）、『事例にみる 新類型・非
典型交通事故の過失相殺』（共著、新日本法規出版、令和５年）、『７
つのケースでわかる！交通事故事件ミスゼロの実務』（共著、学陽書
房、令和５年）、『証拠収集実務マニュアル〔第４版〕』（共編、ぎょ
うせい、令和７年）、『《詳解》住宅のリースバック取引をめぐる実務・
法律／裁判例・税務の重要ポイント』（共著、プログレス、令和８年）

山 田 裕 佳（髙林綜合法律事務所／弁護士）
平成27年 弁護士登録（東京弁護士会）

＜主要著書等＞

『相続トラブルにみる 遺産分割後にもめないポイント―予防・回
避・対応の実務―』（共著、新日本法規出版、令和５年）

佐 竹 雅（やまもも法律事務所／弁護士）
平成28年 弁護士登録（東京弁護士会）

＜主要著書等＞

『相続トラブルにみる 遺産分割後にもめないポイント―予防・回
避・対応の実務―』（共著、新日本法規出版、令和５年）

紙 尾 浩 道（BACeLL法律会計事務所／弁護士）
平成28年 弁護士登録（東京弁護士会）
平成29年４月～令和３年３月 東京弁護士会新進会員活動委員（副

委員長、委員長）
平成31年４月～現在 東京弁護士会司法修習委員会委員
令和３年４月～現在 東京弁護士会中小企業法律支援センター委員

〔HIG003JB〕【ショウエイ企画(日置)】 6頁7頁



A5-無線綴じ･奇数 01A．sonota･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･はしがき･無線綴じ･セット済

＜主要著書等＞
『事例でわかる相続法改正』（共著、自由国民社、平成31年）、『Q&A
各種法人の事業承継の実務―社団・財団法人、NPO法人、医療法

人、社会福祉法人、学校法人、宗教法人―』（共著、新日本法規出版、
令和２年）、『こんなところでつまずかない！刑事事件21のメソッド』
（共著、第一法規、令和２年）、『こんなところでつまずかない！ハ
ラスメント事件21のメソッド』（共著、第一法規、令和４年）

我 妻 大 輔（菊地綜合法律事務所／弁護士）
平成29年 弁護士登録（東京弁護士会）
令和元年～令和６年 慶應義塾大学大学院法務研究科助教
＜主要著書等＞
『Q&A 不動産取引トラブル解決の手引』（共著、新日本法規出版、
加除式）、『リスク対応 契約書チェックの手引』（共著、新日本法規
出版、加除式）、『相続トラブルにみる 遺産分割後にもめないポイ
ント―予防・回避・対応の実務―』（共著、新日本法規出版、令和５
年）、『新債権法に基づく建設工事請負契約約款作成の実務』（共著、
日本法令、令和３年）、『証拠収集実務マニュアル〔第４版〕』（共著、
ぎょうせい、令和７年）ほか多数

澤 田 季 歩（菊地綜合法律事務所／弁護士、弁理士）
令和４年 弁護士登録（第二東京弁護士会、令和６年に東京弁護士

会に登録換え）
令和７年 弁理士登録
⿥主要著書等⿦
『Q&A 不動産取引トラブル解決の手引』（共著、新日本法規出版、
加除式）、『民事事件における攻撃・防御の訴訟実務―実践的訴状・
答弁書の書き方と証拠収集―』（共著、新日本法規出版、加除式）

6頁 〔HIG003JB〕【ショウエイ企画(日置)】7頁



非典型財産分割･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

小松先生

【７】 AI投資・ロボアドバイザー（ファンドラップ）

Case Ａは、生前に、「投資は、Ｂ証券会社において、AI
投資のロボアドバイザーを使っている。なかなか利益が出てい
るよ。」と話しており、相当額の投資をしているような口ぶりで
あった。
Ａは、昨年死亡し、Ｘ１及びＸ２がＡの財産を相続すること
となったが、Ｘ１及びＸ２は、AI投資のロボアドバイザーとは
何のことか、よく分からない。
Ｘ１及びＸ２が相続手続を進めるに当たり、どのような点に
気を付けたらよいか。

フローチャート

相続財産の調査 １
・証券会社に残高証明書の発行依頼
・投資一任型か、アドバイス型か
・投資一任型の場合、現金化か相続人に承継可能か

遺産分割協議 ２

証券会社へ書類提出、相続手続
（提出書類）※要個別確認
・被相続人出生～死亡の戸籍謄本
・相続人全員の現在の戸籍謄本
・遺産分割協議書
・各証券会社等所定の申請書

第１章 近時登場した金融商品等46
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非典型財産分割･奇数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

小松先生

相続税の申告、相続人における確定申告の要否の検討 ３

文 例

１ 被相続人死亡により投資一任型の金融商品が現金化されて
いた場合 DL

第〇条 相続人Ｘ１（昭和〇年〇月〇日生）は下記の財産を取得する。
記

Ｂ証券会社〇〇支店預り金 金〇〇〇〇〇円❶

⿥記載上のポイント⿦
❶ 被相続人の死亡により、投資一任型の金融商品（ファンドラップ）が現
金化され、預り金として被相続人の証券口座内に存在している場合の条
項例です。証券会社によっては、証券口座内の現金を被相続人が指定し
た銀行口座に自動的に送金する取扱いをしている会社もあり、この場合
は送金先の銀行口座の預金債権が遺産分割の対象になります。

２ 相続人に承継可能な投資一任型の金融商品の場合 DL

第〇条 相続人Ｘ１（昭和〇年〇月〇日生）は、下記の投資一任契約に
基づき運用されている財産を取得する。❶

記
投資運用業者 Ｂ証券会社（金融商品取引業者 〇〇財務局長（金

商）第〇〇〇号）
お 客 様 番 号 〇〇〇〇〇〇〇
利用サービス名 〇〇〇〇〇〇〇

2頁
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非典型財産分割･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

小松先生

⿥記載上のポイント⿦
❶ 被相続人が死亡しても投資一任型の金融商品が現金化されず、金融商
品そのものを承継できる場合の条項例ですが、これを認めている商品は
少ないようです。

解 説

１ 相続財産の調査
(１) AI投資・ロボアドバイザー

AI投資とは、人工知能（AI）を利用した資産運用サービスの総称で、

ロボアドバイザーと呼ばれることもあります。AI投資には、大きく分

けて、投資一任型とアドバイス型の２種類があります（前書【８】参照）。

投資一任型は、投資一任契約による取引であり（金商２⑧十二ロ）、顧

客は、投資運用業者に投資判断を一任し、当該投資運用業者の運用指

図により有価証券等への分散投資が行われます。一般的には投資運用

業者という投資のプロに運用を任せますが、AI投資やロボアドバイザ

ーは、人手を介さずにAIなどを利用して運用し、又は、その技術を用

いたポートフォリオを構築します。AI投資やロボアドバイザーと呼

ばれるサービスの多くは、この投資一任型です。

かかる投資一任型で運用されている金融商品は、運用資産をいくつ

もまとめており、それらの売買委託手数料、保護預り手数料、アドバ

イザーフィーなど全ての手数料が包み込まれていることから、ファン

ドラップやラップ口座と呼ばれています（Wrap＝包む）。

アドバイス型は、投資顧問契約に基づく取引であり（金商２⑧十一）、

顧客は、AIを提供する業者による投資助言を受けているだけで、顧客

が自ら株式、投資信託、債券等の金融商品を個別に売買しています。

いずれの場合でも、被相続人が死亡した後、被相続人が証券口座を

第１章 近時登場した金融商品等48
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非典型財産分割･奇数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

小松先生

開設していた証券会社に連絡をして、残高証明書の発行を依頼し、金
融商品の内容を把握することがスタートになります。
投資一任型では、ファンドラップという金融商品の相続手続が問題

になりますので、(２)以下で紹介します。これに対し、アドバイス型
では、被相続人が保有していた株式や投資信託等の個別の金融商品に
ついて一般的な相続手続に従えばよいことになります（本書【14】参
照）。
(２) 投資一任型のAI投資で購入した金融商品の相続手続
投資一任型のAI投資の場合、投資一任契約で購入した金融商品（フ

ァンドラップ）の相続手続は、各証券会社の規約に従うことになりま
す。多くの証券会社において、ファンドラップは、被相続人の死亡の
連絡を受けると、自動的に売却され、現金化される扱いとなっていて、
現金化されずにファンドラップという商品そのものを承継できる例は
少ないようです。
ファンドラップが現金化される商品の場合は、現金化された後の金

銭が被相続人の証券口座に預り金としてそのまま存在していることが
多いと考えられます。ただし、被相続人が証券口座内の金銭が被相続
人の指定した銀行の預金口座に自動的に送金されるサービスを利用し
ていたときは、送金先の銀行の預金債権となっている場合もあります。
これらの預り金債権又は預金債権が遺産分割の対象となります。
前者の預り金債権が遺産分割の対象となるか、当然分割となるかは、

元の資産がファンドラップであるという性質と、最高裁平成26年12月
12日判決（裁判集民248・155）等の関連する裁判例との関係を考慮する解
釈問題になると思われますが、各証券会社は遺産分割協議書の提出を
求めるものと思われます（後者の預金債権は、預金債権の相続手続に
同じ。）。
したがって、投資一任型のAI投資では、各社の規約で被相続人死亡

4頁
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非典型財産分割･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

小松先生

時にファンドラップが現金化されるか、それとも承継できるかで遺産
分割協議書の書き方が変わります。相続人Ｘ１らとしては、被相続人
Ａの取引していたＢ証券会社に残高証明書の発行を依頼するのと併せ
て、Ａが保有していた商品の内容を確認する必要があります。

２ 遺産分割協議
遺産分割協議書の作成に当たっては、ファンドラップが被相続人の

死亡によって売却され、金銭化されて証券口座内に残っている場合に
は、証券口座内の預り金を分割する条項を作成します。金銭が証券口
座から銀行口座に送金されている場合には、銀行預金の一部になって
いますので、銀行預金を分割する条項を作成します。
これに対し、ファンドラップそのものを承継する場合には、当該フ

ァンドラップの商品を特定した形で遺産分割協議書を作成することに
なりますが、相続人が複数名存在して分け合う形にする場合、どのよ
うに遺産分割協議書で記載すればよいのか等を各証券会社とよく相談
した方がよいと思われます（口数で分割して取得できるか否か等）。

３ 相続税の申告、相続人における確定申告の要否の検討
(１) 相続税の申告・納税
ファンドラップが被相続人の死亡によって現金化され、その現金を

取得した場合、もちろんのことですが、相続人は、その現金について
相続税の申告及び納税が問題になります。
(２) 確定申告の要否の検討
ファンドラップを源泉徴収ありの特定口座で運用していた場合で

も、相続発生後の現金化時に源泉徴収がされていないのであれば、改
めて確定申告をする必要があるとの指摘があります。金融機関が、現
金化時に生じた損益を被相続人に帰属させているのか、相続人に帰属
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非典型財産分割･奇数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

小松先生

させているのかによって異なり、相続人に損益が帰属する扱いをする
場合、現金化時に税金を引かず一般口座の預り金に入金させています
ので、必要に応じて確定申告・住民税の申告が必要になるという指摘
です。相続発生後の源泉徴収の扱いは金融機関によって異なるようで
すので、必要に応じて確定申告の要否を検討する必要があります。

コラム

〇ファンドラップの相続対策への活用
ファンドラップは、その運用を投資のプロやAIに一任し、自ら投資判
断をする必要がないので、煩わしさがない点が知られていますが、近時
は、これを相続対策にも活用しようという動きがあります。
前述のとおり、多くの証券会社において、ファンドラップは、所有者
が死亡した場合、現金化される商品であることがほとんどです。
この現金化されるという特性を活用して、相続時にファンドラップが
現金化された場合の金銭の受取人をあらかじめ指定でき、遺産分割協議
なしに受取人が金銭を受領できるというサービスを提供している証券会
社があります。
具体的には、ファンドラップの名義人Ａと、Ａ死亡時にファンドラッ
プの現金化された後の金銭を受け取るべき者Ｂが、Ａの生前に死因贈与
契約を締結しておき、Ａの死亡後に、死因贈与契約によってＢがファン
ドラップにより生じた現金を受け取るという方法です。
被相続人の死亡時においては、思わぬ出費が生じる場合がありますが、
遺産分割協議が成立するまでに時間がかかることもあります。かかるサ
ービスは、遺産分割協議を要せずにファンドラップから一定の現金を得
ることができるようにするものです（ただし、遺留分の問題が別途生じ、
死因贈与額が遺留分の基礎となる財産に算入されるものと思われま
す。）。

6頁
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非典型財産分割･偶数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

古郡先生

第２章 デジタル財産等

【10】 アフィリエイトアカウント

Case Ａは、Ｂ社のサービスを利用して趣味のブログペ
ージを開設して多数の記事を投稿し、その記事に広告を付ける
ためにＣ社というアフィリエイト・サービス・プロバイダ
（ASP）に登録した。これにより、ＡはASPのアフィリエイト
アカウントを有し、広告収入を受け取っていた。
Ａは死亡したが、相続人の一人であるＸ１がＡのアフィリエ
イトアカウントをそのまま引き継ぎ、継続的に広告収入を得る
ことは可能か。また、Ｘ１がASPとの契約を承継できない場
合、Ｘ１としてはＡの収益構造を引き継ぐ方法はあるか。

フローチャート

相続財産の調査 １ ２ ３
・ＡのASPの調査（収益履歴、ASPのアカウント情報調査、運営会
社に対する情報開示依頼、ASPの規約調査（死後のアカウント・
収益権移転可否））
・Ａのブログ（デジタル財産）の調査（ブログのアカウント情報調
査、インターネットドメイン、サーバ契約の調査、運営会社に対
する情報開示依頼、運営会社規約調査（死後のアカウント承継可
否））

遺産分割協議 ６

第２章 デジタル財産等66
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非典型財産分割･奇数 A5･柱罫有･01A．honbun･14Q×31倍×横1段･25Q×27行･無線綴じ･セット済

古郡先生

協議書に基づく各手続 ４ ５
・ASPの利用規約に即した収益権の移転手続
→承継可能であれば、ASPに連絡し必要書類を提出
→承継不可能であれば、Ｘ１名義又はＸ１作成の法人名義で新規
アカウントを登録

・Ａのブログ（デジタル財産）の承継手続
→ブログ自体のアカウントが承継可能であれば、サービス提供契
約事業者に連絡し必要書類を提出
→承継不可能であれば、記事をダウンロード等して保存し、Ｘ１
名義又はＸ１作成の法人名義で新規アカウントを登録

文 例

〇収益性のあるブログやインターネットドメイン等、アフィリエ
イトアカウントとしての一切の権利・義務を相続人の一人が単
独で相続する場合 DL

第〇条 被相続人が生前に運営していた以下のインターネットドメイン
（以下「本ドメイン」という。）、及び本ドメインに存するブログ記事
等に関する一切の権利は、相続人Ｘ１が単独で相続する。
ドメイン名 〇〇〇〇.com
管理登録業者 Ｂ社❶

第〇条 本ドメイン及び本ドメインに存するブログ等のインターネット
記事に関する以下の権利は、全て相続人Ｘ１に帰属するものとする。❷

(１) 著作権（動画、サムネイル、説明文等のコンテンツ）
(２) 収益権（広告収入、ASP契約等）
(３) アカウント管理権限（ログイン情報、設定変更、動画投稿等）
第〇条 相続人Ｘ１は、被相続人がASP契約を締結していたＣ社に対し
て、被相続人の死亡を通知し、ASP契約の終了に伴う諸手続を行うも
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古郡先生

のとする。他の相続人は、上記各手続に必要な書類の提供等に協力す
る。なお、相続人Ｘ１がＣ社やその他のASPとの間において、本ドメ
イン及び本ドメインに存し又は存したブログ等の内容を利用した新た
なASP契約を締結することにつき、他の相続人は異議を述べない。❸

第〇条 相続人Ｘ１は、本ドメインの管理者であるＢ社に対して、被相
続人の死亡及び本協議書に基づく権利承継を通知し、必要な名義変更
及び収益受領手続を行うものとする。他の相続人は、上記各手続に必
要な書類の提供等に協力する。なお、相続人Ｘ１がＢ社以外のサービ
スにおいて本ドメインに存し又は存したブログ等のインターネット記
事の内容を投稿等することについて、他の相続人は異議を述べない。

⿥記載上のポイント⿦
❶ ドメイン名と管理登録業者により特定した例です。
❷ 具体的に取得する収益に係る権利を明示した例です。
❸ アフィリエイトアカウントの承継に関し、他の相続人の協力が必要に
なる可能性を考慮して、具体的な手続と協力義務を定めています。また、
アフィリエイトアカウントが承継できない場合には、Ｘ１が新たにASP
契約を締結します。

解 説

１ アフィリエイト広告とは
アフィリエイト広告とは、ブログその他のWEBサイトに、広告主が

供給する商品等の広告を、当該広告主の販売サイトのハイパーリンク

と共に掲載するなどして、広告主の販売サイトからの商品の購入を誘

引させる広告手法です。当該サイトを作成するアフィリエイターに

は、定められた条件に従って、広告主からアフィリエイト・サービス・

プロバイダ（以下「ASP」といいます。）を通じたアフィリエイト報酬
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古郡先生

が支払われます。

Ｘ１は、ＡがＢ社のサービスを使って運営していたブログ等を引き

継ぎ、当該サイト上に設定したＣ社（ASP）からのアフィリエイト広

告の収入を引き続き得たいと希望しています。

２ アフィリエイトアカウントは引き継げるのか
被相続人が法人経営ではなく、個人アフィリエイターとして継続的

に収益を得ており、相続人もアフィリエイトに関して知見がある場合

等には、相続によりアフィリエイトアカウントを引き継ぎたいと考え

るでしょう。もっとも、被相続人の死後にそのアフィリエイトアカウ

ントを引き継げるか否かについては、ASPの利用規約を確認する必要

があります。

ASPの利用規約に、アフィリエイター本人が死亡することにより契

約は終了する等と定められているときには、相続の対象とはならない

ことになります。一方、承継手続が定められている場合には、必要書

類等を提出して承継することができます。

また、アフィリエイターと広告主との間には契約関係がないのが一

般的ですが、アフィリエイターは、ASPを通じて、広告提携申請をす

ることがあり、アフィリエイターの変更に伴い申請が却下される可能

性も考えられます。

このように、相続人は、相続により、アフィリエイトアカウントを

当然に引き継ぎ、継続的な収益を得られるということには必ずしもな

らない点に留意が必要です。

なお、既に発生しているアフィリエイト報酬請求権については、通

常の金銭債権として相続対象となります。他方、ASPの規約におい

て、契約が終了となった後、速やかにブログ等を閉鎖し、アフィリエ
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澤田先生

【25】 ライセンス（知的財産権のライセンシーたる地
位）

Case Ａは、生前、個人でＹ社とライセンス契約を締結
し、Ｙ社の有する以下の知的財産を使用し、おしゃべりAIロボ
ット「パテまる」の製造販売を行っていた。
・ロボットのおしゃべり動作プログラムの著作物
・人の表情を読んで会話を変えるAIシステムの発明
・「パテまる」の文字商標
・ロボットの独特な丸みを帯びた形状の意匠
Ａは、先月死亡し、子のＸ１及びＸ２がＡの財産を相続する
こととなった。Ｘ１が上記知的財産を使用し「パテまる」の製
造販売を続けたい場合、どのような点に気を付けて相続手続を
行えばよいか。

フローチャート

相続財産の調査 １
・ライセンサー（Ｙ社）との間の契約書の確認

遺産分割協議

相続手続 ２
・ライセンサー（Ｙ社）への届出、覚書の締結
・特許庁長官への届出（相続による移転登録申請書等）
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澤田先生

相続税の申告

文 例

〇知的財産権のライセンシーたる地位を相続人の一人が相続す
る場合 DL

第〇条 Ⅹ１は、ＡがＹ社との間で締結した、下記記載のライセンス契
約（以下「本件契約」という。）におけるＡの契約上の地位及び同契約
に基づく一切の権利義務を相続する。
２ Ⅹ１は、本遺産分割協議の成立後遅滞なく、特許庁長官に対し、下
記(２)ないし(４)について相続による移転登録申請書を提出する。❶

３ Ｘ１は、本遺産分割協議の成立後遅滞なく、Ｙ社に対し、本件契約
の承継について通知し本件契約の承継のために必要な手続を行う。❷

記
契約の名称 ライセンス契約
契約締結日 令和〇年〇月〇日
利用権利、実施権及び使用権の内容
(１) 〇〇〇〇の著作物の利用権
(２) 特許番号〇〇〇〇の［専用／通常］実施権
(３) 商標登録番号〇〇〇〇の［専用／通常］使用権
(４) 意匠登録番号〇〇〇〇の［専用／通常］実施権

⿥記載上のポイント⿦
❶ 特許庁長官への届出は不要な場合もあります。後述の解説を参考に届
出の要否を確認し、届出が不要な場合は本項は削除してください。
❷ Ｙ社との間で届出や覚書の締結等の必要な手続を確認してください。
※文例中の［……／……］は、事例に合わせていずれかを選択します。
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